
                                                                                                     
記入例① 記入者本人（職員）の所得の見積額が 900万円以下、配偶者の所得の見積額が 48万円以下の場合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①基礎控除申告書について 

・収入金額の欄に、直近の源泉徴収票や給与明細書を参考にして見積もっ 

た、記入者本人（職員）の令和 6年中の「収入」金額を記入します。 

・所得金額の欄に、申告書裏面 4(1)【給与所得の金額の計算方法】を参考  

に計算した「所得」金額を記入します。 

・計算した合計所得金額をもとに、判定欄の該当区分に✓を入れます。 

・区分Ⅰの欄に判定結果（A～Dのいずれか）を記入し、判定結果に対応す  

る基礎控除の額を記入します。 

・区分Ⅰの判定結果が A～D のいずれかに該当する場合は本人定額減税対象

欄にチェックを付けます。 

 

②配偶者控除等申告書 兼 定額減税のための申告書について 

・配偶者の収入金額、所得金額をそれぞれ記入します。収入がない場合も、

「配偶者の本年中の合計所得金額の見積額」の欄に「0」と記入します。 

・計算した合計額および配偶者の生年月日をもとに、判定欄の該当区分に✓  

 を入れます。 

・区分Ⅱの欄に判定結果（①～④のいずれか）を記入します。 

・控除額の計算の表で、区分Ⅰと区分Ⅱが交わったところが控除額となりま  

す。 

区分Ⅱの判定が①または②の場合…「配偶者控除の額」の欄に記入 

区分Ⅱの判定が③または④の場合…「配偶者特別控除の額」の欄に記入 

・区分Ⅰの判定が A～Dのいずれかであり、かつ、区分Ⅱの判定が①または②

である場合は、配偶者定額減税対象にチェックを付けます。 

 

③所得金額調整控除申告書について 

・該当する要件に✓を入れます。 

（複数該当する場合いずれか１つの項目にチェック） 

・✓を入れた扶養親族等の名前・生年月日・続柄・所得を記入します。 

・特別障害者に該当する場合は、「★特別障害者」の欄に障害の状態又は交付  

を受けている手帳などの種類と交付年月日、障害の程度（等級）などの特  

別障害に該当する事実を記入します。 

（例）身体障害者手帳 2級 平成 27年 1月 31日交付 

※特別障害者に該当する人が「扶養控除等申告書」に記載している特別障 

害者と同一であれば、「扶養控除等申告書のとおり」に✓を入れてくださ   

い 

 

 

 

 

 

①全員記入してください ②該当者のみ記入してください 

③給与収入が 850万円を超える方で、要件を満たす方のみ記入してください 
※詳細は「【記入説明】基礎控除 兼 配偶者控除 兼 定額減税 兼 所得金額調整控除 2024」を

ご覧ください 

○配偶者欄の個人番号は直接記入せず、別途「マイナンバー提供書」を提出してください。 

 

○給与所得と年金所得がある方は、所得の計算の際、注意が必要です。 

（給与所得控除後の金額＋公的年金等の所得控除後の金額－10万円） 

 ※申告書裏面の【所得金額調整控除の額の計算方法】の②をご覧ください。 



                                                                                                     
 

 

 

記入例② 記入者本人（職員）の所得の見積額が 900万円以下、配偶者の所得の見積額が 48万円超 133万円以下の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①基礎控除申告書について 

・収入金額の欄に、直近の源泉徴収票や給与明細書を参考にして見積もっ 

た、記入者本人（職員）の令和 6年中の「収入」金額を記入します。 

・所得金額の欄に、申告書裏面 4(1)【給与所得の金額の計算方法】を参考  

に計算した「所得」金額を記入します。 

・計算した合計所得金額をもとに、判定欄の該当区分に✓を入れます。 

・区分Ⅰの欄に判定結果（A～Dのいずれか）を記入し、判定結果に対応す  

る基礎控除の額を記入します。 

・区分Ⅰの判定結果が A～D のいずれかに該当する場合は本人定額減税対象

欄にチェックを付けます。 

 

 

②配偶者控除等申告書 兼 定額減税のための申告書について 

・配偶者の収入金額、所得金額をそれぞれ記入します。 

・計算した合計額および配偶者の生年月日をもとに、判定欄の該当区分に✓  

 を入れます。 

・区分Ⅱの欄に判定結果（①～④のいずれか）を記入します。 

・控除額の計算の表で、区分Ⅰと区分Ⅱが交わったところが控除額となりま  

す。 

区分Ⅱの判定が①または②の場合…「配偶者控除の額」の欄に記入 

区分Ⅱの判定が③または④の場合…「配偶者特別控除の額」の欄に記入 

 

 

③所得金額調整控除申告書について 

・該当する要件に✓を入れます。 

（複数該当する場合いずれか１つの項目にチェック） 

・✓を入れた扶養親族等の名前・生年月日・続柄・所得を記入します。 

・特別障害者に該当する場合は、「★特別障害者」の欄に障害の状態又は交付  

を受けている手帳などの種類と交付年月日、障害の程度（等級）などの特  

別障害に該当する事実を記入します。 

（例）身体障害者手帳 2級 平成 27年 1月 31日交付 

※特別障害者に該当する人が「扶養控除等申告書」に記載している特別障 

害者と同一であれば、「扶養控除等申告書のとおり」に✓を入れてくださ   

い 

 

①全員記入してください ②該当者のみ記入してください 

○配偶者欄の個人番号は直接記入せず、別途「マイナンバー提供書」を提出してください。 

 

○給与所得と年金所得がある方は、所得の計算の際、注意が必要です。 

（給与所得控除後の金額＋公的年金等の所得控除後の金額－10万円） 

 ※申告書裏面の【所得金額調整控除の額の計算方法】の②をご覧ください。 

③給与収入が 850万円を超える方で、要件を満たす方のみ記入してください 
※詳細は「【記入説明】基礎控除 兼 配偶者控除 兼 定額減税 兼 所得金額調整控除 2024」を

ご覧ください 


